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新 旧 備考 

前払輸入保険約款 

平成13年４月１日 01‐制度‐00004 

沿革 （略） 

平成26年９月24日 一部改正 

前払輸入保険約款 

平成13年４月１日 01-制度-00004 

沿 革 （略） 

 

第１条 ～ 第18条 （略） 第１条 ～ 第18条 （略）  

第６章 保険料  

（保険料の納付等） 

第19条 保険契約者は、保険契約を締結した場合又は重大な変更を行っ

た場合であって保険契約者が保険料を納付すべき場合その他保険契

約者が保険料を納付すべき場合においては、日本貿易保険が指定する

日までに貿易保険の保険料率等に関する規程（平成16年７月２日 04

‐制度‐00034。以下「保険料率等規程」という。）に従って日本貿

易保険の指定する額の保険料の全額を日本貿易保険に納付しなけれ

ばならない。 
２ 保険契約者が日本貿易保険の指定する日又は第６項の規定に基づ

き保険料を支払うべき日までに前項に規定する保険料の全額を納付

しなかったときは、保険契約者は、保険料及び当該保険料について日

本貿易保険の指定する日又は第６項の規定に基づき保険料を支払う

べき日の翌日から保険契約者の納付すべき保険料が納付される日ま

での日数に応じて年10.95％の割合で計算した延滞金を日本貿易保険

の請求に従い納付しなければならない。ただし、第４項の規定に基づ

き保険契約が解除された場合は、この限りでない。 
３ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、

保険契約者が納付すべき保険料及び延滞金の全額に満たない額を納

付した場合には、日本貿易保険は納付された金額を保険料、延滞金の

順に充当する。 
４ 保険契約者が、日本貿易保険の指定する日又は第６項の規定に基づ

き保険料を支払うべき日までに日本貿易保険の指定する額の保険料

の全額又は延滞金の全額を納付しなかったときは、日本貿易保険は保

険契約の全部又は一部を解除することができる。 
５ 前項の規定による解除は、当該保険料又は延滞金が保険契約を締結

   第６章 保険料  
（保険料の納付等） 

第19条 保険契約者は、保険契約を締結した場合又は重大な変更を行っ

た場合であって保険契約者が保険料を納付すべき場合その他保険契

約者が保険料を納付すべき場合においては、日本貿易保険が指定する

日までに貿易保険の保険料率等に関する規程（平成１６年７月２日 

０４－制度－０００３４。以下「保険料率等規程」という。）に従っ

て日本貿易保険の指定する額の保険料の全額を日本貿易保険に納付

しなければならない。 

２ 保険契約者が日本貿易保険の指定する日までに前項に規定する保

険料の全額を納付しなかったときは、保険契約者は、保険料及び当該

保険料について日本貿易保険の指定する日の翌日から保険契約者の

納付すべき保険料が納付される日までの日数に応じて年10.95％の割

合で計算した延滞金を日本貿易保険の請求に従い納付しなければな

らない。ただし、第４項の規定に基づき保険契約が解除された場合は、

この限りでない。 

 

３ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、

保険契約者が納付すべき保険料及び延滞金の全額に満たない額を納

付した場合には、日本貿易保険は納付された金額を保険料、延滞金の

順に充当する。 

４ 保険契約者が、日本貿易保険の指定する日までに日本貿易保険の指

定する額の保険料の全額又は延滞金の全額を納付しなかったときは、

日本貿易保険は保険契約の全部又は一部を解除することができる。 

 

５ 前項の規定による解除は、当該保険料又は延滞金が保険契約を締結
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した場合において納付すべきものであるときは保険契約の締結の日

から、被保険者が重大な変更を行った場合において納付すべきもので

あるときは当該重大な変更があった日から効力を生ずる。  
６ 保険契約者について、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生

手続開始若しくは特別清算手続開始の各決定又は外国の法令に基づ

く制度上これに準ずる手続があった場合には、第１項の規定にかかわ

らず、日本貿易保険からの通知等を要さずに、保険契約者は、日本貿

易保険に対する第１項に定める保険料の支払債務について当然に期

限の利益を失い、直ちに保険料の全額を支払うものとする。ただし、

当該期限の利益の喪失後、日本貿易保険は、新たに支払期日を指定す

ることができる。 

した場合において納付すべきものであるときは保険契約の締結の日

から、被保険者が重大な変更を行った場合において納付すべきもので

あるときは当該重大な変更があった日から効力を生ずる。  

 

第 20条 ～ 第 21条 （略） 第 20条 ～ 第 21条 （略）  

（保険金の請求） 

第22条 被保険者その他の保険金の支払を請求しようとする者（以下

「保険金請求人」という。）は、自己の費用をもって損失の計算を行

い、保険金請求書に損失計算書、証拠書類その他必要な書類を添えて

日本貿易保険に提出しなければならない。 
２ 前項の請求は、次の各号に定められた期間内に行うものとする。た

だし、日本貿易保険が特に猶予期間を定めた場合は、この限りでない。 
一 第３条第１号から第９号までのいずれかに該当する事由による

損失がてん補される場合にあっては、第13条に定める損失発生の通

知をした日以降、前払金の返還の期限から９月以内 
二 第３条第10号の事由による損失がてん補される場合にあっては、

第13条に定める危険発生の通知をした日以降かつ前払金の返還の

期限から３月を経過した日以後、前払金の返還の期限から９月以内 

 
３ 保険金請求人が正当な理由なく前項に規定する期間内又は日本貿

易保険が定めた猶予期間内に保険金の支払の請求を行わない場合に

は、日本貿易保険は、保険金を支払わない。 
４ 保険金の支払いを請求した者は、日本貿易保険がてん補責任の有無

又はてん補すべき額の決定のため必要と認める書類の提出を求めた

ときは、遅滞なく、これに応じなければならない。 
５ 保険金請求人は、第19条第１項及び第２項の規定にかかわらず、保

（保険金の請求） 

第22条 被保険者その他の保険金の支払を請求しようとする者（以下

「保険金請求人」という。）は、自己の費用をもって損失の計算を行

い、保険金請求書に損失計算書、証拠書類その他必要な書類を添えて

日本貿易保険に提出しなければならない。 

２ 前項の請求は、次の各号に定められた期間内に行うものとする。た

だし、日本貿易保険が特に猶予期間を定めた場合は、この限りでない。 

 一 第３条第１号から第９号までのいずれかに該当する事由による

損失がてん補される場合にあっては、第13条に定める損失発生の

通知をした日以降、前払金の返還の期限から９月以内 

 二 第３条第１０号の事由による損失がてん補される場合にあって

は、第13条に定める危険発生の通知をした日以降かつ前払金の返

還の期限から３月を経過した日以後、前払金の返還の期限から９

月以内 

３ 保険金請求人が正当な理由なく前項に規定する期間内又は日本貿

易保険が定めた猶予期間内に保険金の支払の請求を行わない場合に

は、日本貿易保険は、保険金を支払わない。 

４ 保険金請求人は、日本貿易保険がてん補責任の有無又はてん補すべ

き額の決定のため必要と認める書類の提出を求めたときは、遅滞な

く、これに応じなければならない。  
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険金の支払を請求するまでに、同条第１項及び第２項に規定する保険

料及び延滞金の全部が支払われない限り、保険金の支払請求をするこ

とが認められないものとする。 
（保険金請求権の消滅時効） 

第23条 保険金請求権は、前払金の返還の期限（第３条第10号の事由に

よる損失がてん補される場合にあっては、前払金の返還の期限から３

月を経過した日）から２年を経過した場合、時効により消滅するもの

とする。 
２ 前条第５項の規定は、前項に基づく消滅時効の成立を妨げない。 

（保険金請求権の消滅時効） 

第23条 保険金請求権は、前払金の返還の期限（第３条第１０号の事由

による損失がてん補される場合にあっては、前払金の返還の期限から

３月を経過した日）から２年を経過した場合、時効により消滅するも

のとする。 

 

第24条 ～ 第35条 （略） 

 

附 則 

この改正は、平成26年10月１日から実施する。 

 

第24条 ～ 第35条 （略）  

 


